





























































































（ 3）　高橋・後掲注11） 9 頁。そこでの「フランス

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































UP 2016年 8 月号 1 ─ 5 頁。また、ナシオン主権、プープル主権の区分がカレ・
ド・マルベール以降一般的になったフランスにおいても同様であろう。なお、二つ
の主権論について、西貝小名都「ナシオン主権論とプープル主権論（一） 〜 （三）」
国家学会雑誌129巻 9 ＝10号66頁以下、同巻11＝12号 1 頁以下（2016年）、同130巻
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































142　　早法 92 巻 4 号（2017）
と統治形態という類型を立て、フランス第三共和制を位置づけた。エスマ
ンにとって国民主権とは、フランスという国家を形成する国民の集合体が
存在するという事実を意味し、また、現在のフランスを構成する国民が、
主権者として政治的意思を表明するという法的な原理をも意味している。
これこそがフランスの国家形態である。もっとも、国家形態と統治形態は
区別されなければならず、主権が国民にあるからといって、古代の国家の
ように、国民が、あらゆることを、何の制約もなしに直接決定することは
できない。現代における主権者の役割とは、統治を委任する代表者を、法
律に従って選任することである。この合法的統治と代表統治こそがフラン
スの統治形態である。代表者は憲法に規定された範囲内において広い裁量
を持って統治にあたるのであり、国民の意思を常に実現すべきであるとす
る、いわゆる半代表制は、フランスの統治原理からの逸脱である。エスマ
ンにとって世論とはあくまで「事実上」の主権であり、法的な位置づけを
与えられてはいない。もっとも、代表者が世論に配慮して行動することは
妨げられるわけではない。こうしてエスマンは、君主制を明確に否定し、
かつ、直接民主主義的要素を排除しつつも、民意を無視することのない理
論を構築し、フランス第三共和制の国家のあり方を定式化したのである。
これは、樋口陽一のいう「ルソー＝ジャコバン型」国家に適合的な国家論
であるといえる可能性がある。
　このようにして、エスマンは憲法学の対象および方向性を規定した。啓
蒙思想家と異なって、エスマンが講座を去ったとしてもまた別の人物が憲
法学講座を継ぐことになる。19世紀末以降には、パリ大学だけでなく、全
ての地方大学にも憲法学講座が置かれたから、そこから「憲法学者」とい
う集団が生まれてくることになる。将来政治家や官僚となる大学生などの
知的エリート、そしてあらゆる憲法学者がエスマン憲法学を読み、賛成あ
るいは反対する言説空間が形成されるのである。その言説空間は、決して
単なる憲法典の解釈ではないし、逆に実証主義的な観察のみに尽くされる
わけでもない。この意味で、ブドンが言うように「エスマンは、憲法学が
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対象とするもの、すなわち憲法（Constitution）の定義よりも《憲法学》
（droit constitutionnel）というディシプリンをより重視したように思われ
る
（403）
。」確かにその体系化には不十分な点や曖昧な点も多く残されているけ
れども、それはエスマン以降の憲法学者の課題でもあったといわなければ
ならない
（404）
。ここに、エスマン以降のフランス憲法学が、その後いかなる展
開を辿ったのかという問題が生じるのであるが、それは本稿に残された課
題である。
　フランス第三共和制憲法学は以上のようにして誕生した。
　本稿は早稲田大学特定課題研究助成費（課題番号2016S─017）による研究
成果の一部である。
（403）　Ibid., p. 87.
（404）　たとえばエスマンとカレ・ド・マルベールの近さを指摘し、 後者が前者を一定程
度 「補完」 したとするStéphane Pinon, Adhémar Esmein et la doctrine constitutionnelle 
de son temps, Colloque, pp. 209─227 参照。
